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(3~或いは（4）式で，実質賃金率 b が与えられれば，均等利潤率 f と価格の相対比
pt:pt：…：月が決定されるわけである。




















η＝〔万I,. • • 1Jn) = r 0 _p_竺o _Pl_e l 














一一＼主主｜｜ 〔l:vc i) 〔￥）／（ i :i 
価値の相対比 ｛面 値 t 
く価値通りの交換〉
価値価格 ρ













凡ノ・ ex・r・or; μ；＝モ芦v;-＝主:t-(i=l, 2, ・・・n) 
（但し， A；はAの第 i行を示す〉 (7) 
であるO 第t部門の資本の有機的構成をんで表わすと









μ= LJ(Ci十V;)＝ヲAt (9) 
と計算し， 「生産価格」を


























t~ ＝ ll＋~lλ·t 






































(6）置塩 ibid.第4章。同様の試みは， A. Shaikh 〔8）によって行なわれている。






オンスの価値＝ 2分1労働時間， 1ポンドニ金4分の 1オンスと定め価格表現する。
その上で， 3部門の表で収束過程を示している。 Shaikhの転化手続を我々の記号を









のままにしておくような調整過程」と把えている。 ところが zη＝xpは t[• xt苦ニ
ti• xtと書きかえられるが，転化のプロセスで不変なのは生産過程で確定しているz
を生産するのに要した直接・間接の労働量なのだから（即ち d ニxt*)ti=tfでない
















t … µ~ : x〔I-A〕ts
xAt5 tl5) 
となる。
回より xt5+l =xt5＝…＝xt0=xt 。
となることは直ちにわかる。
仮定のA3. A4. より λは分解不能かつ primitiv~＞で、あるから，闘で s→∞
の時， tsへんは
- z . l 
t=xt・一一． μ本＝一ーミ一一1
xz ・ ・ .:l(A) 
(r切



































収束の証明で、本質的な役割を果たすのは Aの構造である。 tOを ttことらなくてもが
として任意の正ベクトルを取れば，（19）への収束は言える。このことから，この証明で
は価値から価格への転化を証明したことにはならないとし転化問題不在説を主張す














































仕1) G. Abraham-Frois=E. Berrebi〔1〕.p. 220. D. M. Nuti〔5).p. 92. 
-283ー
-432-
Aτ＝（α＋b-r}r, （α十bτ はスカラー〉 ω 
が成立し， P は，（4）式より A の右からの固有ベクトルだから， ρ＊とでの
相対比は等しくなる。
他方（1), (20）より
作〔山一1-r ＝~'Z" (2) 

























t2 =a2t1 +r2 
(23) 
で決まり，
t一 τl 手＿ a2τI 1 -1-1三石’＜－2-1工五~Iι2 。母
であるO 1一向＞O（純生産可能条件〉が満たされれば， t1>0,t3>Qである0
(24）より，価値の相対比は，
t3 a2r1 + (l-a1）τ2 
t lτl 
となる。二部門の場合，資本の有機的構成は











~ .I、発1-a， ρ。 a?.
二一－＇－－＞ニ主一＞一ー ムー










（ロ） 不等式が成立するためには， (1-a1)(l -r2b )-a2t1bニ(1-a1)(l -bt2) >Oでなけれ
] -bt2 
ばならない。 1ー のOだから l-bt2>0, i. e. eニヲピ＞Oである。
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2 - N・ i 
で決定されるから， Fig.2-a. bのように描くことができるO 勿論， Fig.1-
a (Fig. 1-b）の価値価格ベクトルPと Fig.2-a (Fig. 2-b ）の価値ベ
クトルの方向は等しく， Fig.1-a (Fig. 1-b）の生産価格ベクトルと Fig.2 























の価値と生産価格の関係，即ち，価値 tと転化価値 t＊ の関係を表わしてい
る。直線 OA,OCの傾きは，消費財部門が利潤ゼロとなる生産価格の相対比
( 3~） を示し，消費財部門で利潤が正となるためには生産価格の相対比l-r2b 
は，これよりも大きくなければならなし、。また，直線 OB, ODの傾きは，生

























Pt -'1- a1＋τlbq 
を得る。これを実質賃金率bで徴分すると，
一－ d（ば／げ〉＝kl三kzの時
























t＊ と価値 tの主離は小さく（大きく〉なるO 例えばk1＞んのケースで実質賃金







価値の相対比，生産価格の相対比は •1 が減少する時，（25), (32）より，
元（す）＝一号（印 (34) 
d ( P't¥ -b 2 (-)- q く0 (35) 






t1 ／ ρ？ 
が成立している。今この差をDで表わすことにすると，
1ザ τ2 kz-k1 -D＝二~－τァ＝一一一~｛（k1 十bq）τ，－ 1}








dD r2 「 α2b(k2-k1) 一一 - I 





dk1 く0 (38) 
dr:1 - b（α2τl十円ーτza1)2
dk2 向（l-a1)









pt ~ tz 


























トー－k,>k2 L：『 k,>k I一一一一
-291-
-440ー





場合に Fig.4の τiから τiへの変化〉には，技術変化前の草離を上回り，価
値と生産価格の帯離は大きくなるであろう。


















dkl －α1Cl-a1) 一ー ム一 一一くOdi-2 - b（α2-r1 +-r2-a1-r2)2 (43) 
dD 1 「一一 - r2b2q(k2-k1) I 
(17) ~一＝ートk1 （ん1+bq){(k1 －ト bq） τ1-11+ ':t I 
dr2 r1 (k1 +bq)2 l 2ribq＋α：－r2h J 
dD 注仰と同じ理由で k3>k1の時〔〉の中は正となり， ：. ~＞Oo 
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dk2 Gげ1{(a2•1＋τ2-a1τ2）十円（l-a1)}く0 (4) 




















dk2 dk1 azri{a2r1+2r2(l-a1)}+a r22(1-a1) 
。助制，（4)より Ch;-Ch;ニ－ r22b(a2r1十円－a1r2）珪 くO




すると次の通りである。 - i 
a2 ~1 ’ 



























ti*= (1・トr)(a1tt ＋τI~ bjt~） 































を得るo ti とこの t~ との差を計算していくと最終的に次の様になる。


















k; tt τ；bjt j 
j一一一一－－－－＝－－－.：ー 十1
l ti 2Jb;t1 
k tt 2Jb;t; 日一一一一~十1












~bjt· .発ρjー ηj＝羽bみ（τl~bjtj 十a1庁－ tわくわ－ k;)
を得る。倒，側より，
(54) 















消費財のバスケットの価値を Tc，転化価値を T~ で表わすことにすると，
n n 

































bO ＝ 〔bg ， …， b~〕く（＞)bl ＝〔bi ， …， b~〕
で考えることにすれば，実質賃金率が上昇（低下〉する時，価値と価格の帯離








IT店 Tc*I 一一帥附(58）より， ITiー可哀J=r2J<iXi ・ IKc－~11 で ~'l"iXi, Kc, k1はbに依存せず，
fの変化で帯離の変化は決まる。附より一二一＝il(A),AO=A十rbO,AlニA+rbtと
l+r 
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